予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産費　　項：林業費　　目：森林整備費　　　
	事業名　環境保全林整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　林政部　森林整備課　整備係　電話番号：058-272-1111（内3195）

　　　　　　　E-mail：c11515@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　　７２５,５８８千円（前年度予算額：６４４,３２０千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	644,320
	211,058
	0
	0
	0
	0
	433,262
	0
	0

	要求額
	725,588
	239,080
	0
	0
	0
	0
	486,508
	0
	0

	決定額
	  0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
 　 ・岐阜県では、平成18年5月の「全国植樹祭」、同22年６月の「全国豊かな海づくり大会」を契機に、森・川・海のつながりの中での環境保全に対する意識が高まってきている一方で、適切に管理されていない森林や野生動物による農作物被害の増加や水環境の悪化が問題となっている。

・県では、こうした意識の高まりと森林・環境対策の緊要性から豊かな自然環境の保全と再生に向けた取り組みを推進するため「清流の国ぎふ森林・環境税」を平成24年度から導入した。

・この環境税を用いて、森林所有者による森林整備が困難な水源地域や渓流域、急傾斜地等の森林について、水源かん養機能や土砂流出防止、水質浄化、二酸化炭素の吸収、生物多様性の保全など公益的機能の高い環境保全林に誘導するため、市町村や各種団体が行う間伐等の森林整備を支援することとした。
・また、間伐により水源涵養機能がどの程度向上するかを説明できる客観的なデータが無く、間伐の必要性への理解が得難いという課題もあるため、モデル的に効果調査を行うこととした。

（２）事業内容

　○環境保全林整備事業費補助金

　　【事業実施主体】

市町村、森林組合等、森林整備法人、林業事業体、特定非営利活動法人等

　　【事業内容】

水源涵養機能維持増進森林、山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進

森林に区分された森林等において間伐等を行う。

【補助率】

　　　10/10以内
○水源林効果検証モデル事業費
【事業実施主体】県（可茂農林事務所、森林研究所）

　　【事業内容】

県有林において間伐をモデル的に実施し、水源涵養機能に及ぼす効果を調査する。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　公益的機能の維持のために森林所有者に代わって森林の整備を行うものであり、要した経費の10/10相当を県が負担することは妥当。
（４）類似事業の有無
　　　有　【類似事業】　森林整備事業費補助金（公共）
　　　　森林整備事業費補助金は、持続可能な林業経営を目的とした森林経営計画に基づき森林整備を推進するためのものであるが、環境保全林整備事業は、林業経営が困難な地域において、間伐等の施業を実施することで公益的機能の高い環境保全林へと誘導することを目的としている。

　　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	  717,860
	間伐等の森林整備への助成

	報償費等
	　　　374
	評価委員現地調査報償費・旅費

	その他
	571
6,783
	コピー代、GIS出力資料等、調査用資材、燃料代等、電話代等

備品購入費、委託料、工事請負費

	合計
	725,588
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　平成24年３月に改訂した「岐阜県間伐推進加速化計画」に定めた平成24年度～28年度の期間に間伐面積62,000haの達成に向けて、木材生産林においては、森林整備事業（公共）等により、また、環境保全林においては当該事業により森林整備を実施する。また、「岐阜県強靭化計画（仮称）」に林業基盤整備プロジェクトとして位置づけられた減災対策として、同計画期間（平成27～31年度）での2,000ha（400ha／年）の追加達成にむけて当該事業を実施する。　　　

（２）国・他県の状況

　　　環境税事業は平成２６年度時点で、岐阜県を含め３４県で導入している。
　　　ほぼすべての県において同様の事業を実施している。
（３）後年度の財政負担
　　　課税期間内に使途事業の達成状況や効果を検証し、継続等の見直しを行うこととしている。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　「健全で豊かな森林づくりの推進」のための森林整備（間伐）について、平成24年度から28年度までに５カ年間で62,000haを実施するうち、森林経営による森林整備が困難な水源地域や渓流域、急傾斜地等の森林について、環境保全林整備事業により15,000haの間伐を実施します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	間伐面積


	14,284ha
（H22）
	11,895ha

（H23）
	10,463ha

（H24）
	8,844ha

（H25）
	12,400ha/年

（H24～28）
	71.3％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　当初計画3,000haに対して2,181.13haを実施した

　２８市町村で実施した。（平成２５年度）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　市町村森林整備計画における公益的機能別施業森林の指定（ゾーニング）が進んでいないこともあり、当初計画面積を下回る結果となったが、72.7％の実績を上げられたことは概ね成果があった。（平成２５年度）




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯


	国庫補助を活用した集約化施業による整備困難な森林の水源涵養機能や山地災害防止機能等の森林の公益的機能の維持増進を図るためには不可欠な事業である。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯


	目標面積3,000haに対して、72.7％の2,181.13haの実績であり、概ね成果を上げられている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯


	平成25年度から、従来の実行経費方式から標準単価方式を導入したことにより、事業主体の事務の軽減が図られ、事業量が増加した。単価については、公共造林事業の約９割となっており、事業費を抑えている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
市町村森林整備計画によるゾーニングが進んでいないことから、県としても積極的に支援を行う必要がある。

　森林所有者の特定や、施業の同意を得ることが困難な箇所での実施が多くあった。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　事業評価審議会からは、本事業について引き続き推進すべきであるとの意見をいただいている。

　目標の達成に向け、市町村のゾーニングの支援や、事業の効果検証を実施し、県民に分かりやすく伝える等により事業のＰＲも図っていく。


